
富山県こどもの居場所づくり推進事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、富山県補助金等交付規則（昭和 37 年富山県規則第 10 号）第 21 条の

規定に基づき、「富山県こどもの居場所づくり推進事業費補助金」（以下「補助金」とい

う。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 
 

（目的） 

第２条 この補助金は、不登校など様々な困難を抱えるこどもが、学校以外の居場所で安

心して過ごせるよう、民間団体における「居場所の開設」や「特色ある取組み」を支援

することを目的とする。 
 

（補助対象事業及び対象経費） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）、対象経費、限度額

等は、別表に掲げるとおりとする。 

２ 対象経費は、第７条の規定による通知の日から別に定める日までの間の補助事業の執

行に係る経費とする。 
 

（補助対象者） 

第４条 補助金の申請を行うことができる者は、富山県内に活動の拠点を持ち県内で活動

する団体等であって、次に掲げる要件をすべて満たすものとする。ただし、法人格の有

無は問わない。 

(1) 団体の運営に関する規則、会則等に則り、不登校など様々な困難を抱えるこどもへの学

習支援や居場所づくりなどの支援を行うことを主たる目的としている団体であること。 

(2) 事業の成果報告（収支計算、区分経理等を含む。）が確実にできること。 

(3) 宗教活動や政治活動を主たる目的としていないこと。 

(4) 特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦、支持、反対することを目的とした団

体でないこと。 

(5) 暴力団又は暴力団若しくは暴力団員の統制下にある団体でないこと。 

 

（補助金の額） 

第５条 知事は、補助事業の実施に要した経費に対し、予算の範囲内において、補助金を

交付するものとする。ただし、1,000 円未満の端数を切り捨てるものとする。 

２ 前項の補助事業の実施に要した経費には、次に定める経費は含まないものとする。 

 (1) 当該事業の一部について、国、地方公共団体、その他団体等からの負担又は補助が

されている経費 

 (2) 補助の対象となる団体等における当該補助事業以外の運営に要する経費 

 (3) その他補助することが適当でないと知事が認めた経費 
 

（補助金の交付の申請） 

第６条 補助を希望する団体等は、次に定める書類を別に定める日までに、知事に提出す

るものとする。 

 (1) 交付申請書（様式第１号） 

 (2) 事業計画書（様式第２号） 

 (3) 収支予算書（様式第３号） 

 (4) 団体等概要書（様式第４号） 

 (5) 定款、会則等 



 (6) その他参考となる資料 

２ 知事は、提出された事業計画書等について、この交付要綱に反する場合は、必要に応

じて見直すことを求めるものとする。 
 

（補助金の交付決定） 

第７条 知事は、前条の規定による交付申請書を受理したときは、その内容を審査のうえ、

補助金の交付を決定し、補助金の交付を申請した団体等（以下「補助団体等」という。）

に通知するものとする。 

 

（交付の条件） 

第８条 補助金の交付に付する条件は、次のとおりとする。 

(1) 事業計画書に記載された事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、

事業計画書を修正のうえ知事に報告し、その承認を受けること。 

 (2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合には、知事に報告し、その承認を受けること。 

 (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該補助事業の遂行が困難となった

場合においては、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

 (4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業に

より取得し、又は効用の増加した価格が 50 万円以上の機械及び器具については、減

価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）で定めている耐

用年数を経過するまで、知事の承認を受けないで、この補助事業の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

 (5) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らな

ければならない。 

 (6) 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約において

も、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはなら

ない。 

 (7) 第 3 号において、知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合

には、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

 (8) 補助事業の経理については、その内容を証する関係書類を整備し、補助事業完了後

５年間保管しておくこと。 

 

（軽微な変更） 

第９条 前条第１号の規定による軽微な変更とは、次に掲げる変更以外の変更とする。 

 (1) 事業内容を大幅に変更すること。 

 (2) 事業費又は事業量の 20 パーセント以上の変更をすること。 

 

（実績報告） 

第 10条 補助団体等は、事業終了後 30日以内又は別途定める日のいずれか早い日までに、

実績報告書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。 
 

（補助金の額の確定） 

第 11 条 知事は、前条の規定による実績の報告を受けたときは、報告書等の書類の審査及

び必要に応じて行う現地調査等により、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及

びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、

交付すべき補助金の額を確定し、補助団体等に通知するものとする。 



 

（補助金の交付） 

第 12 条 補助事業の円滑な遂行を図るため、知事が必要と認めるときは、補助金の一部又

は全部を概算払することができる。 

２ 補助団体等は、概算払を受けようとするときは、概算払請求書（様式第６号）を知事

に提出しなければならない。 

３ 第１項の規定により補助金の概算払を受けている場合において、概算払を受けた額が

前条の規定による補助金の額の確定額を超える場合は、その差額を返還しなければなら

ない。 
 

（交付決定の取消し） 

第 13 条 知事は、補助団体等が補助金を他の用途に使用する等、その補助事業に関して補

助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したときは、補助金の交付決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 
 

（補助金の返還） 

第 14 条 知事は、補助金の交付決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに

係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求める

ものとする。 

 

（補則） 

第 15 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 
 

   附 則 

 この要綱は、令和５年９月１日から施行する。 

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別表（第３条関係） 

事業名 事業内容 対象経費 
補助 

限度額 

富 山 県

こ ど も

の 居 場

所 づ く

り 推 進

事業 

（１）新たな「こどもの居場所の開

設」推進枠 

・不登校など様々な困難を抱えるこ

どもが、学校以外の居場所で安心し

て過ごせるよう、民間団体における

「居場所の開設」に必要となる改修

費等の初度調弁費用を支援。事業の

新規立ち上げ時（年度）のみ対象。 

・需用費（教材費、図書費、

事務用品等）、修繕費（建

物の改修・増築等）、役務

費（通信運搬費等）、備品

購入費（PC、冷暖房器具

等）、使用料（体験学習の

施設利用料、バス借上料

等）、その他知事が必要と

認めた経費（ただし、職員

の給与等人件費及び活動

拠点の家賃等は除く） 

補助率１/２ 

上限額 1,000千円 

（２）新たに実施する「特色ある取

組み」推進枠 

・不登校など様々な困難を抱えるこ

どもの居場所を運営する団体や支

援団体が、新たに実施する取組みに

要する経費を支援。事業の新規立ち

上げ時（年度）のみ対象。 

（例：新たな体験学習の実施、新た

な学習支援カリキュラムの導入、こ

ども・家族へのアウトリーチ、調査

研究事業・研修会の開催など） 

 

同上 

補助率１/２ 

上限額 200 千円 

※補助対象は、事業の実施に直接必要な経費とし、（１）（２)の取組み以外の団体運営費

に係る経費等は対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


